
令和６年度いじめ防止基本方針 

出雲市立稗原小学校 

 

１ いじめの定義（いじめ防止対策推進法第 2 条） 

  「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関

係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われる物を含

む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。 

  <具体的ないじめ> 

 ・冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる 

 ・仲間はずれ、集団による無視をされる 

 ・軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする 

 ・ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする 

 ・金品をたかられる 

 ・金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり捨てられたりする 

 ・嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする 

 ・パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる 等 

 

２ いじめ防止に向けての基本的な考え方 

  いじめは、いじめを受けた児童の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び人格の形成

に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがあるものである。「い

じめはどの学校・学級でも起こりうるものであり、いじめの問題に無関係ですむ児童はいない。」という基本認

識に立ち、すべての児童が安全で安心に学校生活を送る中で、様々な活動に意欲的に取り組み、一人一人の個

性や能力を十分に伸長することができるよう、いじめのない学校づくりに全力で努めていかなければならない。 

  本校では、家庭、地域社会、関係諸機関との連携のもと、いじめの未然防止及び早期発見に取り組み、いじ

めがある場合には適切かつ迅速にこれに対処するため、いじめ防止基本方針を定める。 

 

３ いじめ防止のための教職員の資質向上と保護者への啓発 

  いじめ防止のためには、教職員がいじめを絶対に許さないという確固たる信念を持ち、いじめを鋭く見抜き、

いじめを防止するための具体的な行動をとるための判断力や指導力を高めなければならない。そのため、教職

員の資質の向上に向けた適切な研修等を計画的に行う。また、いじめ防止においては、保護者の理解と協力を

得て、連携して取り組むことが必要である。保護者に対し、いじめを防止することの重要性について理解を深

める啓発を行うとともに、インターネットを通じて行われるいじめを防止し、効果的に対処することができる

よう必要な啓発を行う。 

 

４ いじめ未然防止の取組 

  いじめを防止するには、すべての児童がいじめに巻き込まれる可能性があるものとして全員を対象に事前の

働きかけ、すなわち未然防止の取組を行うことが最も効果的な対策である。そのためには、児童一人一人の自

己有用感を高め、認め合える風土を構築していくことが大切であるため、以下の事項に重点的に取り組む。 

（１） わかる授業づくり（すべての児童が参加・活躍できる授業づくり） 

  ・自律的学力の育成（考え自己決定し表現する） 



  ・個別指導の充実（小さなやりぬく体験の積み重ね） 

（２） 児童の働きかけによる学校生活の改善（ふるまいの確立） 

  ・あいさつ   ・整理整頓   ・丁寧な掃除  ・時間を考えて行動 

（３） 多様性を認め生かす協働できる集団づくり 

   ・学級活動を中心に自己理解他者理解の取組を充実させる 

  ・縦割班活動における異学年交流 

  ・幼稚園児、高齢者との異年齢交流 

  ・小中連携を見据えた小・小交流 

（４） ふるさと学習、体験活動の充実 

  ・豊かな体験活動 

  ・地域人材の積極的活用（ふるさとを語ることができる子の育成） 

（５） 児童会活動の充実 

  ・学校行事への主体的な参画 

  ・委員会活動の充実 

（６） 人権学習、道徳教育の推進 

  ・一人一人に活躍の場、他者を思いやる場の設定 

  ・一人一人のよさや違いを認め合える学習 

  ・「いじめ」の本質や構造の理解 

（７） 職員間の児童理解 

  ・月に１回生徒指導職員会議を設け、児童についての情報交換を行う。 

 

５ いじめの早期発見の取組 

  早期発見の基本は、児童のささいな変化に気づくこと、気づいた情報を確実に共有すること、情報に基づき

速やかに対応することである。そのためには、教職員がこれまで以上に意識的に児童の様子に気を配り、いじ

めを見抜く目を養うことが大切である。また、定期的な面談や各種調査を行い、調査結果等の分析に基づく効

果的な対応と検証を行うものとする。 

（１） 朝・帰りの会や授業中などの観察 

  ・出席をとるときの声、表情 

  ・健康観察、保健室等での様子 

（２） 生活・いじめアンケートの実施 

   ・年３回実施（5 月、9 月、1 月） 

   ・年２回実施（6 月、10 月）アンケート QU の実施 

   ・年１回実施（10 月）→いじめアンケート調査（保護者対象） 

（３） 教育相談の実施 

  ・生活アンケートをもとに年３回の教育相談週間の設定（5 月、9 月、1 月） 

  

６ インターネットを通じて行われるいじめに対する取組 

（１） 家庭におけるネットいじめへの理解や未然防止のために、ネット上のいじめに関する家庭用資料の配

布や情報モラルに関する指導の充実に努める。 

（２） 県や市教育委員会と連携し、学校ネットパットロール（県）を活用する。 

児童対象 



（３） ネット上に不適切な書き込み等を発見した場合、プロバイダに連絡し直ちに削除する措置をとって被

害の拡大を防ぐ。必要に応じて、出雲警察署に連絡し必要な支援を求める。 

 

７ いじめ防止のための校内組織 

  いじめ防止等に組織的に対応するため、いじめ防止対策委員会を設置し、基本方針に基づく取組の実施、進

捗状況の確認、定期的検証を行う。必要に応じて委員会を開催する。構成員は以下のとおりとする。 

 ○いじめ対応委員会 

 〈校内構成員〉 

  校長、教頭、生徒指導主任、いじめ対応コーディネーター、養護教諭（教育相談担当）、その他関係職員（人

権・同和教育主任、特別支援教育コーデｨネーター、担任等） 

 〈校外構成員〉 

  スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、関係機関の助言者等 

 〇いじめ対応コーディネーター 

  校内でのいじめ事案に関して、担任・管理職との連携を図り情報の収集や集約を中心になって行う。 

 

８ 発見したいじめへの組織的対応 

  いじめの疑いがあるような行為が発見された場合、「いじめ対応委員会」が中心となり、事実関係の把握、被

害児童のケア、加害児童の指導など、問題の解消までを行う。 

 （いじめ対応の流れ） 

① いじめを発見した場合には、まず、被害児童の安全を確保するとともに、校長・教頭に報告する。 

② いじめの報告を受けた場合は、いじめ防止対策委員会を招集し、被害児童のケア、関係児童への聞き取り

を行い、今後の対応方針を決定する。 

③ いじめられた児童のケアは、養護教諭やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、その他専

門的な知識のある者と連携を図って行う。 

④ いじめが確認された場合は、被害・加害児童ともに保護者に事実関係を伝え、保護者へ助言を行いながら

連携を図り、問題の解決にあたる。また、事実確認をして得た情報は適切に判断し保護者に提供する。 

⑤ 必要があると認めた場合には、いじめを行った児童についていじめを受けた児童が使用する教室以外の場

所において学習を行わせる等、いじめを受けた児童等が安心して教育を受けられるようにするために必要

な措置をとる。 

⑥ 児童がいじめを行っている場合に教育上必要があると認めるときは、学校教育法第十一条の規定に基づき、

適切に当該児童に懲戒を加える。 

⑦ いじめ問題の対応は、いじめの問題を自分たちの問題として受け止め、主体的に対処できる児童の育成を

目指したものとする。 

 

９ 重大事態への対処 

  いじめにより、児童の生命・心身等に重大な被害が生じた疑いや相当の期間学校を欠席することを余儀なく

されている疑いがある場合には、次の対処を行う。 

（１） 重大事態が発生した場合、直ちに事態発生について市教育委員会に報告する。 

（２） 市教育委員会と調査主体や調査組織について協議した上で、当該事案へ対処する組織を設置する。 

（３） 上記組織を中心として、当該事案についての客観的な事実関係及び再発防止のための調査を行う。 



（４） いじめられた児童又は保護者の希望により、並行して市長及び市教育委員会による調査を実施する場

合には、各調査主体が緊密に連携し、調査対象となる児童への心理的負担を考慮しながら調査を実施す

るものとする。 

（５） 当該事案に係る調査結果については、いじめを受けた児童及び保護者に対し、当該調査に係る事実関係

等その他の必要な情報を適切に提供する。 

 

10 いじめの解消要件 

 いじめが「解消している」状態とは、少なくとも次の２つの要件が満たされていることとする。 

（１）いじめに係る行為が止んでいること 

被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む）

が止んでいる状態が相当の期間継続していること。この相当な期間とは、少なくとも３か月を目安とす

る。 

（２）被害児童が心身の苦痛を感じていないこと 

 いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、被害児童がいじめの行為により心

身の苦痛を感じていないと認められること。被害児童本人及びその保護者に対し、心身の苦痛を感じて

いないかどうか面談等により確認する。 

 いじめが「解消している」状態とは、あくまで 1 つの段階に過ぎず、「解消している」状態に至った場合でも、

いじめが再発する可能性が十分にあり得ることを踏まえ、教職員は、当該いじめの被害児童及び加害児童につい

て、日常的に注意深く観察する。 

 

1１ いじめ等問題発生時の体制 
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担任 

校長・教頭 

いじめ対応委員会 全職員 

〇情報収集、事実確認 

〇対応方針の決定 

〇役割分担 

・被害児童のケア  ・加害児童への指導  ・保護者への連絡・助言 

・関係機関との連携 

出雲警察署 市教育委員会 その他関係諸機関 


